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47．4±2．2 SFD 46．5 2．2
50．3±1．9 AFD 500±19
51．9±1．9 LFD 51．7±2．1
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原因や新生児合併症，養育等にも異なった問題があるとし，
はSFDの特徴として新生児期の生理的体重減少は少なく，
が，幼児期後半になると身長体重の発育が早産の低出生体重児に劣るようにあるとのべて
いる。
　小宮9）も出生時早期の養護に関し，SFDはAFDに比べて問題の少ない場合が多く，
むしろSFDの問題は，長期的予後にあるようだと示唆している。
　しかし予後の問題においては，その成因との関連が深く，胎児発育に及ぼす諸要因は，
複雑多岐とされ原因不明もあるが，大きくは胎児側因子，母体側胎盤因子によるものとし
ており，その成果は今後の研究の中に侯たれている。
　一方，胎児発育は在胎週数に比し生下時体重の良好であるとされるLFDの身体発育に
ついて，高野10）らは1才児までの体重では，厚生省値よりも高いと指摘し生後発育の良
　　　従来，出生時体重のみから2500
　　9以下を低出生体重児（未熟児）
　　と定義していた概念にもとつく
　　研究においては，出生時体重と身
　　体発育との関係について，Drilli－
　　en3），　Alm4），相沢5）らは，却下
　　時体重の小さいもの程その予後は
　　悪く，しかも長期に及ぶ傾向があ
　　るとし，出生時体重の大小という
　　生物学的要因の発育関与への重要
　　性を指摘している。
　　　他方，胎児発育の評価として，
　　未熟性を体重のみでなく在胎連繋
とのmatchingより考慮することの
必要性からその概念の変化（WHO勧
告6）1961）に伴い，今日同一体重であ
っても在胎週数に適した発育を示すA
：FDと何らかの理由による発育遅延の
SFDの予後に関する研究が進み，若
干解明されつつある。
　そこでSFDについて，木川7）はA
FDとの比較にて周産期死亡率（在胎
29週より生後1週）は高く，また死亡
　　　　身体発育については，伊藤8）
　　　　生下時体重への復帰も早い
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好さを認めている。
　今回は，SFD，　LFDを中心にAFDとの比較において，4才児の身体発育について
検討した。
　その結果，体位及び身体指数値による充実的発育面での平均値比較において，SFD群
はAFD群より体位は劣り，他方LFD群はAFD群よりも体位は良好であった。
　つまり集団比較において，胎児発育の良好なLFD群には，生後発育においても発育の
良好なるものが多数をしめ，逆にSFD群には発育不良なるものが多数をしめており，　A
FD群はその中間に位置していた（SFD＜AFD＜LFD）。3群間の差異は著明であ
り，在胎国恥と出生体重の適否による胎児発育の良否は，生後4才児における身体発育に
も重要なる影響をもたらしているといえそうである。
　しかし同一体重爆（25009以下ノ内での比較では，少数例ではあるが，AFD群の方が
SFD群より体位良好なる傾向がみられたが，その差異は小さかった。一
　勿論，個別的にはSFD群にも発育良好なるものは存在し，他方L：FD群にも発育不良
なるものは存在しており，かかる発育上の個体差による問題は，身体発育に及ぼす出生前
因子及び生後の生育環境を含めた育児条件の適否による相互複合的な条件の作用によるた
め今後さらに注意深い資料による，しかも第2次的発育spurtの開始する思春期及びそ
の完了後におけるまでの長期的follow　upが必要であるといえよう。
　　　結　　　　論
　長崎市内の幼稚園4才児組の在園児876名について，SFD，　LFDの身体発育を体位
及び身体指数値比較により検討を試みた。
　その結果
　1）　体位：身長，体重発育の平均値比較では，男女児ともにSFD＜AFD〈LFD
の順に高く，明らかにLFD群の体位良好，他方SFD群の体位不良なる結果がみられ
た。
　しかし低出生体重児内におけるSFDとAFDの比較においては，少数例ではあるが概
してAFDの方がSFDに比しより体位良好なる傾向が見られたがその差異は小さかっ
た。　　　　　　’
　乳幼児身体発育値（厚生省値）より「大」「中」「小」区分による体位比較では，発育
「上」の比率はLFD群に多く，　SFD群に少なかった。他方発育「小」なる比率はSF
Di群に多くLFD群に少なかった。
　2）身体指数値：比体重及びkau．P指数の平均値比較では，男女児ともにSFD＜AF
D＜LFDの順に高く，　LFD群の充実的発育は良好であり，他方SFD群の充実的発育
は不良であった。
　低出生体重児内での比較では，男児にA：FD群がSFD群より若干の充実的発育の良好
なる傾向はみられたがその差異は小さく，女児には殆んど発育差はみられなかった。
　Wetze1発育レベルによる比較では，充実的発育の良好なる比率は，：L　F　D群に多く，
SFD群に少なかった。その比は4：1であり，他方充実的発育の不良いわゆるやせ型の
比率は，SFD群に多く，　LFD群に少なかった。AFD群は常にその中間の位置にあっ
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た。
　以上，集団比較による成績から，在胎週数と生下時体重の適否による胎児発育の良否
は，生後4才児の身体発育においても重要な影響をもっているように思えた。そして今回
の成績は生下時体重の明らかな差異による影響が強く作用していることを示しているた
め，今後さらにSFD，　LFDの成因との関連による発育経過分析が望まれる。
　最後に理解あるご支援とご配慮を下さいました幼稚園当局の諸先生及び対象児とその保
護者の方々に厚くお礼申し上げます。
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